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 私たち全国青年司法書士協議会（以下「当協議会」という。）は、全国の青年司法書士約

３，０００名で構成する、市民の権利擁護及び法制度の発展に努め、もって社会正義の実

現に寄与することを目的とする団体である。当協議会は、悪質商法等の被害の救済及び予

防に取り組む法律実務家の立場から、現在政府内で検討されている消費者庁及び国民生活

センターの徳島県への地方移転について、以下のとおりに反対の意見を述べる。 

  

第１ 意見の趣旨 

１． 消費者庁は、消費者保護政策を企画立案し、各省庁を統括する司令塔としての機

能を果たすとともに、消費者被害事故などの緊急事態に迅速に対処する必要があるか

ら、担当大臣・関係各省庁及び国会等と同一地域において緊密に連絡調整をする必要

があり、これに反する地方移転には反対する。 

２． 国民生活センターは、全国の消費生活センター及び消費生活相談窓口を支援する

センター・オブ・センターとして、ならびに、相談情報の分析を踏まえて問題提起や

情報提供を迅速に行う中核機関として、その機能をますます充実強化させていくこと

が求められているところ、国民生活センター単独で又は消費者庁とともに地方移転を

進めることは、その機能を縮小又は減退させることにつながりかねず、反対する。 

 

第２ 意見の理由 

 

１． 消費者庁の地方移転について 

（１） 各省庁と連携して消費者保護政策推進の司令塔として機能する消費者庁 
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消費者問題は、食品や製品の生産・流通・販売・安全管理、金融、教育、行政規制・

刑事規制など様々な領域に関連があり、経済産業省・金融庁・農林水産省・厚生労働

省・国土交通省・文部科学省・警察庁等をはじめとするほとんどの省庁と関連してい

る。しかし、これらの各省庁による取組みだけでは統一的な消費者行政を適切に推進

し実行していくことはできない。このような事情から、消費者庁は、各省庁と密接に

連携し、政府全体の消費者行政の司令塔として、消費者保護施策を統括的に推進する

役割を果たすために設置されたものである。 

今でも大多数の消費者関連法は依然として消費者庁でなく各省庁が所管しているが、

その中で、消費者庁は、消費者保護のために立法や法改正を企画し実現しなければな

らない。現に、消費者契約法及び特定商取引法の改正案の国会提出、公益通報者保護

法の見直しの取りまとめ、景品表示法課徴金制度及び改正消費者安全法の施行など、

多くの課題を抱えている。設置されてわずか６年の、規模の小さい消費者庁が、大き

な権限や機能をもつ関係省庁と協議し、様々な利害を調整して法改正を実現すること

は、他の省庁や事業者団体から抵抗があるなど、決して容易なことではないが、消費

者庁には関係省庁との日常的で密接な協議を通じて、かかる統括的な役割を果たすこ

とが期待されている。 

このような機能を担う消費者庁は、担当大臣や中央省庁及び立法府と日常的に一体

として業務を行う必要があり、現在地から地方移転することは、第３期消費者基本計

画において示された、「関係府省庁等が連携し、府省庁等横断的な施策を一元的に推進

する」という方針（平成２７年３月２４日に閣議決定）にも反する。 

（２） 緊急時における危機管理業務の担い手として 

消費者庁は、消費者の安全に関する重大事故発生時には、官邸と連絡を取り合いな

がら、関係大臣等を本部員とする緊急対策本部を速やかに開設し、関係省庁と連携し

て事態に対応しなければならない。また、即時に被害情報を収集し、消費者の安全の

ための施策を適切に行う必要がある。 

消費者庁は、こうした緊急事態に危機管理業務の司令塔としての機能を有し、短期

間に官邸と連絡調整し、会議を招集し、関係省庁との協議を行い、国民に周知させ、

製品等の回収を実施していく責務を負っている。仮に、かかる緊急対応を地方におい

て行うとすれば、機能低下は避けられず、対応の遅れによっては消費者の安全にかか

わる深刻な事態を引き起こしかねない。それゆえに、危機管理の側面から検討しても、

消費者庁を地方に移転させることはあってはならない。 

この点、「政府関係機関移転に関する有識者会議」においては、「官邸と一体となっ

て緊急対応を行う等の政府の危機管理業務を担う機関」は移転させない方向性が示さ

れているが、消費者庁はまさにその機関に該当するといえよう。 

 

２． 国民生活センターの地方移転について 

（１） 消費生活センター及び消費生活相談窓口支援の中核機関としての役割 

国民生活センターは、全国各地の消費生活センター・消費生活相談窓口の相談処理

の支援機能として、相談支援、情報提供、商品テスト、ＡＤＲなどを実施しており、

消費生活相談センター及び消費生活相談窓口の支援について中核的な役割を果たして

いる。 
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今般の地方移転の案は、国民生活センターのテスト・研修部門を神奈川県に残した

まま、東京事務所の部署だけを徳島県に移転するものであるが、そうすれば、同セン

ターの有する全国の消費生活センターや相談窓口としての機能が弱体化することが危

惧されることはもとより、事業者との交渉やＡＤＲの場面においては、事業者の大多

数は東京圏に本部を有するため、交渉に支障をきたすおそれがあるといった弊害が懸

念される。したがって、国民生活センターの各機能の有機的結合が遮断されかねず、

地方移転案は、国民生活センターの各機能の一体性の確保と機能の維持及び充実に反

するものである。 

（２） 相談情報の分析、問題提起及び情報提供機関として 

   国民生活センターは、全国の消費生活相談情報を集約・分析し、消費者や地方自治

体に情報を発信することにより消費者が地方消費者行政を支援する機能を担い、さら

に、相談情報を分析した結果に基づいて、消費者庁や各省庁の消費者関係法制度の不

備や見直しの問題提起を行う機能を担っている。この機能は消費者行政の推進や法の

新設・改正に極めて重要な役割を果たしている。 

   国民生活センターはこれらの機能を果たすために、全国の消費生活相談センター・

消費生活相談窓口から収集された相談情報であるＰＩＯ－ＮＥＴ情報を分析し、各省

庁が行う消費者関連法の制定・改正における立法事実を明らかにする資料を作成し、

情報提供を行っているが、これには各省庁や事業者側に足を運び、事例やその分析結

果をもとに交渉を行うという地道な作業が不可欠である。 

   国民生活センターが地方に移転することによって、これらの消費者庁・各省庁や関

係機関との緊密な連携が損なわれ、消費者庁の司令塔機能を具体化する情報分析や政

策提言機能が低下することが強く懸念される。 

 

３． 結語 

 もとより、東京一極集中化の是正のために政府がさまざまな施策を推進することについ

ては、当協議会も反対するものではない。しかしながら、消費者庁及び国民生活センター

の地方移転については、上述のとおりに消費者問題に対応する政府全体の機能を弱体化さ

せ、消費者保護施策を著しく後退させるおそれがある。他方、そうした代償を支払っても

進めようとする徳島県への地方移転について具体的なメリットは明らかにされておらず、

河野消費者庁担当大臣は、「利点は徳島県から説明がある」「働き方改革にもつながる。テ

レワークなどの導入などで、全国の有能な方を消費者行政に活用することにもつながる」

などと述べるにとどまっている。それゆえ、このような空虚な計画に基づき、懸念される

事項への具体的な対応策の検討・検証なしに消費者庁及び国民生センターを地方に移転す

ることについて、当協議会は断固反対するものである。 


